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調査設計とデータの特性に関する基礎分析 
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（東北大学大学院教育学研究科） 

 

1 はじめに 

 

 本稿の目的は，令和 5 年度（2023 年度）の東北大学教育学部開講科目「教育学実習（社

会調査の理論と実践）（以下，本実習）」において実施した調査設計の提示と得られたデータ

の基礎的な特性（学歴や性別などの基本属性により回答の有無に偏りがあるかないか）を分

析することである．本実習では，社会調査の手続きにおける，調査企画・調査票設計・標本

抽出・エディティング・コーディング・データ入力・クリーニング・分析・報告書執筆の過

程を，受講者が実際に体得・会得できるように授業が編成されている．近年の教育学実習の

報告書では，2020 年までは，受講者は 2つのグループに分かれていた（藤井ほか 2017; 伊

藤・廣谷 2018; 米田・松野 2019; 藤井ほか 2020）．だが，近年はグループを分けず，より

標本規模を大きくして調査を行っている（神山ほか 2021; 藤井ほか 2022; 東山ほか 

2023）．今年度の調査についても昨年度同様の標本規模となっている．本稿では実施した調

査の設計について示すとともに，調査から得られたデータに偏りがあるか，あるとすればど

のような偏りがあるかを示す基礎的な分析を行う． 

 

2 調査の設計について 

 

 まず調査の設計を示す（概要は表 1）．本実習においての調査は若年層を対象としてその

職業や最終学歴に関するデータ収集を目的としている．そのため対象者は学生を除く 20歳

以上 40歳未満の男女に設定されている．また，令和 2 年度（2020 年度）まで 2つのグルー

プに分かれ 2 種類の調査票を 300 部ずつ計 600 部の調査票を送付していたが，令和 3 年度

（2021年度）から1種類の調査票を 600部送付しており今年度も同様の方法をとっている． 

 表 1 に示した調査の設計の調査項目について述べる．調査項目は年齢・性別といった基本

属性項目，職業に関する項目，孤立・孤独状況に関する項目，政治への意識・関心に関する

項目，これまでに受けた地域教育に関する項目が盛り込まれている． 

 有効回収率については表 1 に示した通り 87.8％となっており，昨年度よりも若干低いも

のとなった．ちなみに過去の通年での実習における回収率を付記しておくと，2016 年度が

70.3％（藤井ほか 2017），2017 年度が 78.1％（伊藤・廣谷 2018），2018年度が 90.7％（米

田・松野 2019），2019 年度が 91.3％（藤井ほか 2020）2020 年度が 89.5％（神山ほか 

2021）,2021 年度が 90.2％（藤井ほか 2022）,2022 年度が 89.3％（東山ほか 2023）であ

る．先までに述べた通り送付方法が異なるため，2016年度から 2019年度までの結果とそれ
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以降の年度では，単純な比較はできない点は注意が必要である． 

 次に本実習の調査スケジュールについて述べる．表 2 に示したのが調査スケジュールで

ある．本実習においては調査を実施するにあたって前期までに調査の実施に関する内容，後

期においては実施した調査の分析に関する内容を授業内にて行っている．その中で前期に

おいては調査企画，調査票設計などの 1節に示した内容を実際に体験してもらっている．後

期において学生たちは分析方法を学ぶとともに，収集したデータを分析している． 

 

表 1 調査の設計 

調査名称 若者のライフスタイルと意識に関する調査 

調査対象 1) 母集団：学生を除く日本全国の 20歳以上 40歳未満の男女 

 2) 標本規模：600 

 3) 標本抽出法：上記の条件を満たすインターネット調査モニターの

うち協力依頼に応じた者から年齢，性別，学歴による層化無作為抽出．

年齢と学歴は最新の国勢調査を用いて層化． 

調査期間 2023 年 8月 2日～9月 4日 

調査協力機関 楽天インサイト株式会社 

調査項目 ・基本属性項目 

・職業に関する項目 

・転職意識に関する項目 

・投票行動への意識・関心に関する項目 

・親子の関わりに関する項目 

有効回収票(率) 527（87.8％） 

 

表 2 調査スケジュール 

年月  授業・調査実習の内容 

2023 年 4 月 13日 実習授業開始 

 5月 2日 調査会社へ依頼 

 6月 28 日 質問項目締切 

 6月 29 日 事前調査 

 7 月 12日 調査協力者リスト納品 

 7 月 25 日 調査票最終確認 

 7 月 31日 調査票封入・投函 

 9月 4日 調査票回答締切 

 9月 11日 データ入力・クリーニング開始 

2024 年 1 月 18 日 最終報告会 

 2 月 15 日 最終レポート締切 

 

3 欠票の分析 

 

 ここでは，本調査において，調査対象者 600名のうちの返答者の属性の特徴を分析する．

なお，調査対象者の属性については，事前のインターネット調査によって集計されたデータ

を使用する． 
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 まず，今回の調査で対象となったサンプル全体の記述統計量と，そのうち質問紙に対し返

送があったものの記述統計量は以下の通りとなった（表 3）． 

 
表 3 記述統計 

 全体 返送あり 

 mean min max sd mean min max Sd 

年齢 31.1 20 39 5.1 31.3 20 39 5.1 

 ％  
性別   
男性 50.0 49.1 
女性 50.0 50.9 
学歴   
中学校 4.7 4.7 
高等学校 21.3 21.3 
専修・高専・短大 31.8 31.1 
大学・大学院 42.2 42.9 
従業上の地位・雇用形態   
正規雇用 66.8 67.6 
非正規雇用 16.5 15.6 
自営業・家族従業者・内職 5.8 5.3 
無職・その他 10.8 11.6 

 
 次に，調査対象者の属性の違いによって返送の有無に偏りがあるのかを検討する．そのた

めにまず返送の有無と「年齢」，「性別」，「学歴」，「雇用形態」のそれぞれの関連を確認する． 

 まず返送の有無と「年齢」の関連を確認するため，相関係数を確認すると，相関係数は

0.074，有意水準 5％で有意な結果とはならなかった（有意確率は 0.069）．結果より，返送

の有無と年齢には関連がないということが明らかとなった. 

 次に返送の有無と「性別」，「学歴」，「雇用形態」について，カイ二乗分析によって関連を

確認する．結果を先に述べれば，「性別」，「学歴」，「雇用形態」のいずれにおいても返送の

有無との有意な関連を示したものはなかった．以下，詳述する． 

返送の有無と「性別」については，以下の結果を得た（表 4）．男性の場合，返送なしは

13.7％，返送ありは 86.3％となっており，女性の場合には返送なしが 10.7％，返送ありが

89.3％となっていた．カイ二乗検定の結果は有意な結果となっておらず，返送の有無と「性

別」との間に関連は見られなかった． 

次に返送の有無と「学歴」についての結果を確認する（表 5）．最終学歴が「中学校」の場

合，返送なしは 10.7％，返送ありが 89.3％，「高等学校」の場合，返送なしが 12.5％，返

送あり 87.5％，「専修・高専・短大」の場合，返送なしが 14.1％，返送ありが 85.9％，「大

学・大学院」の場合，返送なしが 10.7％，返送ありが 89.3％となっていた．カイ二乗検定

の結果は有意な結果となっておらず，返送の有無と「学歴」との間に関連は見られなかった． 

次に，返送の有無と「雇用形態」の関連についての結果を確認する（表 6）．雇用形態が

「正規雇用」の場合，返送なしは 11.2％，返送ありが 88.8％，「非正規雇用」の場合，返送

なしが 17.2％，返送あり 82.8％，「自営業・家族従業者・内職」の場合，返送なしが 20.0％，
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返送ありが 80.0％，「無職・その他」の場合，返送なしが 6.2％，返送ありが 93.8％となっ

ていた．カイ二乗検定の結果は有意な結果となっておらず，返送の有無と「雇用形態」との

間に関連は見られなかった 

以上の分析から，年齢，性別，学歴，雇用形態のいずれについても，返送の有無とは関係

が見られなかった．しかし，以上の分析は単独の変数のみに着目しており，その他の変数を

考慮していない．そこで，その他の変数を考慮した場合に同様の結果になるかどうかを検証

するため，従属変数を返送の有無（返送あり=0，返送なし=1）とした二項ロジスティック回

帰分析を行った．結果は，表 7 の通りである．結果を確認すると，年齢及び雇用形態の一部

において統計的有意差が認められた.雇用形態については，「正規雇用」を基準とした場合に

「非正規雇用」「自営業・家族従業者・内職」が有意な結果となった. 

 

表 4 性別と返送の有無の関連 

 返送の有無 

 なし あり 

男性 41 

（13.7） 

259 

（86.3） 

女性 32 

（10.7） 

268 

（89.3） 

χ²＝1.26 p=0.261 

 

表 5 学歴と返送の有無の関連 

 返送の有無 

 なし あり 

中学校 3 

（10.7） 

25 

（89.3） 

高等学校 16 

（12.5） 

112 

（87.5） 

専修・高専・短大 27 

（14.1） 

164 

（85.9） 

大学・大学院 27 

（10.7） 

226 

（89.3） 

χ²＝1.29 p=0.731 

 

表 6 雇用形態と返送の有無の関連 

 返送の有無 

 なし あり 

正規雇用 45 

（11.2） 

356 

（88.8） 

非正規雇用 17 

（17.2） 

82 

（82.8） 

自営業・家族従業者・内職 7 

（20.0） 

28 

（80.0） 

無職・その他 4 

（6.2） 

61 

（93.8） 

χ²＝6.86 p=0.076 
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表 7 返送の有無を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析の結果 

 Coef. S.E Exp 

切片 -0.40  0.81 0.67 

年齢 -0.05 * 0.03 0.95 

性別（ref.男性）     

女性 -0.47  0.27 0.625 

学歴（ref. 大学・大学院）     

中学校 -0.36  0.69 0.70 

高等学校 0.03  0.35 1.06 

専修学校・高専・短大 0.31  0.30 1.36 

雇用形態（ref. 正規雇用）     

非正規雇用 0.73 * 0.34 2.07 

自営業・家族従業者・内職 1.00 * 0.49 2.72 

無職・その他 -0.43  0.56 0.65 

－2LL 429.06   

N 600   

*: p<0.05 

 

4 さいごに 

 

本実習の欠票の分析を行ったところ，返送の有無に年齢，雇用形態による偏りが生じてい

たことが分かった．特に，年齢が未提出に関する重要な要素であることは，先行研究でも明

らかにされている（埴淵・山内 2019など）.なお，昨年度の欠票の分析では，返送の有無

に各変数による偏りがなかったことが報告されている. 

 本実習の課題としては過去の報告書（神山ほか 2021, 藤井ほか 2022, 東山ほか 2023）

で述べられた調査方法の再考，過去データの活用，回収率に関する次年度以降へのフィード

バックといった 3点は引き続き今年度も挙げられる.特に今年度の回収率は，最近では最も

低いものとなったため，その要因について検討し次年度につなげていく必要がある.調査の

回答率を高める方法としては 5 つの要因が存在する（吉村 2017）．その 5 つは①事前挨拶

状の送付または電話による事前連絡②個人名をあらかじめ特定して接触する③謝礼の提供

④催促状（郵送調査の場合）や拒否後の再接触（翻意を依頼）⑤見やすく答えやすく工夫さ

れた調査票，である（吉村 2017: 81）．このうち，本実習において受講者が工夫することが

できるのは⑤の調査票に対する工夫についてであり，これ自体が本実習の目的の一つであ

る．受講者による調査票のブラッシュアップを実習を通していかに実現していくかが課題

であると言える. 

 また，先行研究による欠票分析では，個人が居住している地域や住居形態も回収率と関連
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していることが明らかにされている（松岡ほか 2015など）.今回の分析で使用できたデー

タは年齢，性別，学歴，雇用形態に限られており，その他の変数が返送の有無に影響を与え

ていた可能性についてもさらなる検討の余地がある. 
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